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第３回国際連合（以下、国連）総会（昭和23（1948）年12月10日）で採択された世界人権宣言の第１条には、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である」とうたわれています。
国連では、この世界人権宣言の実効性を高めるため、人種差別撤廃条約や国際人権規約、女子差別撤廃条約、子どもの権利条約、障害者権利条約といった数多くの条約や宣言※１を採択するなど、社会の最も基本的なルールである人権を確立し、全ての人々の人権が当然のこととして守り生かされる社会を創造するための取組が行われてきました。
その後、平成６（1994）年には、人権問題を総合的に調整する役割を担う「国連人権高等弁務官」が創設されたほか、同年12月の第49回国連総会では、平成７（1995）年からの10年間を「人権教育のための国連10年」※２とする決議が採択され、国連事務総長より「行動計画」が報告されました。
　平成16（2004）年12月の第59回国連総会においては、「人権教育のための国連10年」の終了を受け、全世界的規模で人権教育を更に発展させるために、平成17（2005）年１月１日から開始される「人権教育のための世界計画」※３を宣言する決議が採択されました。

※１「国連で採択された主な人権関係諸条約等」
昭和40（1965）年　あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約（人種差別撤廃条約）
昭和41（1966）年　国際人権規約 （社会権規約：経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約）
（自由権規約：市民的及び政治的権利に関する国際規約）
昭和54（1979）年　女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（女子差別撤廃条約）
平成元（1989）年　児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）
平成18（2006）年　障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）
※２「人権教育のための国連10年」：期間　平成7（1995）年～平成16（2004）年
国連をはじめとした国際社会はもとより、国際地域社会、各国、さらには各地方レベルにおいて創意工夫を凝らした人権教育に取り組むことによって世界中に人権文化※Ａを構築し、全ての人々の人権が尊重される平和な世界を創造していくことを目的としています。
この国連の行動計画では、｢人権教育｣について、 ｢知識と技術の伝達及び態度の形成を通じ、人権という普遍的文化を構築するために行う研修、普及及び広報努力｣と定義されています。
　　※Ａ「人権文化」：「人権という普遍的な文化」と同義です。「人権教育のための国連10年」では、その基本理念として「人権という普遍的な文化」を掲げ、その意味することは、人権についてお互いが理解し、尊重しあう暮らしのなかの一つの文化（人権文化）として、当たり前になっている社会の在り方をいいます。
※３「人権教育のための世界計画」：  ＜第１フェーズ行動計画 平成17（2005)年～平成21（2009)年＞
＜第２フェーズ行動計画 平成22（2010)年～平成26（2014)年＞

　　　人権教育プログラムの実施を促進するため、第１・第２と連続したフェーズからなる「行動計画」を示しています。なお、目的は以下のものとしています。

（ａ）人権文化の発展を促進する。

（ｂ）国際文書に基づいた人権教育の基本原則及び方法論への共通理解を促進する。

（ｃ）国家、地域及び国際レベルにおける人権教育への関心を確保する。

（ｄ）あらゆる関係主体による行動のための共通な集合的枠組を提供する。

（ｅ）あらゆるレベルにおいてパートナーシップと協力を増進（第２フェーズでは「強化」）する。

（ｆ）成功事例を強調し、それを継続又は拡大するインセンティブを提供し、新たな事例を発展させるために既存の人権教育計
画を評価及び支援する。（第２フェーズでは「既存の人権教育計画を調査、評価及び支援し、成功事例を強調し、それを
継続又は拡大するインセンティブを提供し、新たな事例を発展させる」）

また、平成17（2005）年からの行動計画では、｢人権教育｣について､ ｢知識の共有、技術の伝達、及び態度の形成を通じ、人権
という普遍的文化を構築するために行う、教育、研修及び情報である｣と定義されています。

その後、同年７月に、初等中等教育に焦点を当てた「第１フェーズ行動計画」（平成17（2005）年～平成19（2007）年）としての行動計画改訂案の採択等を内容とする決議が採択されました。なお、平成19（2007）年９月の第６回国連人権理事会で「第１フェーズ行動計画」の２年間の期間延長が決議されました。

　平成22（2010）年10月には、高等教育における人権教育及び教育者、公務員、法執行者、軍隊への人権研修に焦点を当てた「第２フェーズ行動計画」（平成22（2010）年～平成26（2014）年）が、第15回国連人権理事会において採択されました。


国においては、国連で採択された国際人権規約をはじめ、人権に関する条約を締結するなど、国際社会の一員としての取組が進められてきました。
また、人権尊重の国際的な潮流を受けて、平成８（1996）年に「人権擁護施策推進法」※４が制定されるど、人権に関する国内法の整備などが行われる一方、平成９（1997）年７月、憲法で定める基本的人権の尊重の原則や「人権教育のための国連10年」などの趣旨に基づき、わが国において人権という普遍的文化を構築するため、あらゆる場を通じて訓練・研修、広報、情報提供を積極的に行うことを目的とする「人権教育のための国連10年」に関する国内行動計画※５が策定されました。
　なお、「人権擁護施策推進法」に基づき設置された「人権擁護推進審議会」では、人権教育・啓発についての施策や人権救済制度の在り方について審議が行われ、平成12（2000）年12月には、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」※６が施行され、国、地方公共団体、国民の責務が明記されました。
さらに、平成14（2002）年３月には「人権教育・啓発に関する基本計画」※７を策定し、人権教育・啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図っています。


※４「人権擁護施策推進法」：平成８（1996）年12月26日公布・平成９（1997）年３月25日施行。この法律では、目的について第１条で「この法律は、人権の尊重の緊急性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人種、信条又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の擁護に関する内外の情勢にかんがみ、人権の擁護に関する施策の推進について、国の責務を明らかにするとともに、必要な体制を整備し、もって人権の擁護に資することを目的とする。」と示しています。
※この法律は、時限法であり、平成14（2002）年３月25日をもって失効しています。

※５「人権教育のための国連10年」に関する国内行動計画
平成７（1995）年12月15日　人権教育のための国連10年推進本部設置(本部長:内閣総理大臣)

平成９（1997）年７月４日　「人権教育のための国連10年」に関する国内行動計画を公表
この行動計画では、学校教育や社会教育をはじめ、企業や特定の職業に従事する者に対する人権教育を強化するとともに、「女
性」「子ども」「高齢者」「障害者」「同和問題」「アイヌの人々」「外国人」「ＨＩＶ感染者等」「刑を終えて出所した人｣な
どを重要課題としています。
※６「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」：平成12（2000）年12月公布・施行。この法律では、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動をいい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民の理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）をいう。と定義しています。
また、国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、人権教育及び人権啓発に関する基本的
な計画を策定しなければならないこと。さらに、政府は毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策につい
ての報告を提出しなければならないことを定めています。

※７「人権教育・啓発に関する基本計画」：平成14（2002）年３月、閣議決定・平成23（2011）年４月一部変更、閣議決定。この基本計画では、人権教育・啓発についての基本的な在り方や推進方策などについて定めています。
なお、各人権課題に対する取組としては、「女性」「子ども」「高齢者」「障害者」「同和問題」「アイヌの人々」「外国人」「Ｈ
ＩＶ感染者・ハンセン病患者等」「刑を終えて出所した人」「犯罪被害者等」「インターネットによる人権侵害」「北朝鮮当局
による拉致問題等」をあげています。

高知県議会においては、平成７（1995）年３月に人権尊重の地域社会を目指す「人権宣言に関する決議」※８が行われています。
県では、現実の社会には、同和問題や女性の地位向上、子どものいじめの問題、高齢者や障害のある人の社会参加など、解決していかなければならない多くの課題が残されていることから、こうした現状を踏まえ、平成10（1998）年４月に「高知県人権尊重の社会づくり条例」※９を施行しました。
この条例は、県内に暮らす全ての人々がそれぞれ一人の人間として人を大切にし、大切にされる人権尊重の社会を築いていくことを目的としています。そのため、県や市町村が人権に関する施策を積極的に推進することはもちろん、企業や県民がそれぞれの立場で自主的な取組を進めることが重要であると考え、平成10（1998）年７月に「人権教育のための国連10年」高知県行動計画※10を策定しました。

　さらに、「高知県人権尊重の社会づくり条例」に基づき、あらゆる人権に関する問題の解決に向けて、全ての県民が自主的に取り組むよう意識の高揚を図るとともに、市町村及び県民の取組を一層促進させるために、有識者で構成する「高知県人権尊重の社会づくり協議会」※11で意見を伺いながら、平成12（2000）年３月に「高知県人権施策基本方針」※12を策定しました。
　県では、こうした「人権教育のための国連10年」高知県行動計画や「高知県人権施策基本方針」の趣旨・内容に沿って、県民一人ひとりが人権を身近な問題として意識し、取り組めるよう、効果的な施策の推進に努めています。

※８「人権宣言に関する決議」：平成７（1995）年３月15日（高知県議会）。その内容は下記のとおりです。
昭和23（1948）年12月に公布された世界人権宣言には「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利
　　　とについて平等である」とうたわれている。
基本的人権に係るこの理念は、人類普遍の原理としていささかも軽視されることがあってはならない。
しかしながら、我が国をはじめ世界的に様々な人権問題が現実に存在する。
新しい世紀の到来を目前にした今日、我々は、これらの人権問題解決のため、すべての人々がそれぞれひとりの人間として人
　　　を大切にし、大切にされる人権尊重の地域社会の実現をめざして、決意を新たにし、さらなる努力を期するものである。
以上、決議する。
※９「高知県人権尊重の社会づくり条例」：平成10（1998）年３月30日公布・４月１日施行。この条例は第１条で、「人権尊重の社会づくりについて、県、市町村、県民（県内に在住する個人並びに県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体をいう。）の責務を明らかにするとともに、施策の基本的な方針に関し必要な事項を定めることにより、同和問題をはじめとするあらゆる人権に関する取組を推進し、もって真に人権が尊重される明るい社会づくりに寄与することを目的とする。」と定めています。
※10「人権教育のための国連１０年」高知県行動計画：平成10（1998）年７月策定。この県行動計画の内容は、具体的な行動計画として、身近な課題への対応と人権に関わりの深い職業に従事する職員への人権教育について明記しています。
身近な課題としては、「同和問題」「女性」「子ども」「高齢者」「障害者」「ＨＩＶ感染者等」「外国人」の７つをあげ、各
課題について、「現状と課題」「人権尊重の取り組みや人権侵害」「今後の取り組み」について整理し、「今後の取り組み」で
は、「県の取り組み」「企業等に期待する取り組み」「県民に期待する取り組み」の具体を明記しています。

また、人権に関わりの深い職業に従事する職員への人権教育では、公務員、教育職員、警察職員、消防職員、福祉関係職員、医
療関係職員をあげ、人権教育の充実について示しています。

※11「高知県人権尊重の社会づくり協議会」：高知県人権尊重の社会づくり条例の第６条に基づき設置したもので、関係行政機関の職員や学識経験者で組織しており、その役割は次のとおり規定されています。
第６条　人権施策の推進に関し、必要に応じて重要事項を調査協議させるため、高知県人権尊重の社会づくり協議会（以下「協議会」という。）を置く。

２　知事は、前条の人権施策の基本方針を定めるに当たっては、あらかじめ協議会の意見を聴くものとする。

３　協議会は、人権尊重の社会づくりに関する事項に関し、知事に意見を述べることができる。
※12「高知県人権施策基本方針」：平成12（2000）年３月策定。この基本方針では、「高知県人権尊重の社会づくり条例」及び「人権教育のための国連10年」高知県行動計画で例示している「同和問題」「女性」「子ども」「高齢者」「障害者」「ＨＩＶ 感染者等」「外国人」の７つの人権課題について、共通する施策の方向性を示すとともに、それぞれの問題の現状と課題を明らかにし、推進方針を定めています。


県では、「高知県人権施策基本方針」策定後、県民に身近な人権課題としてあげた「同和問題」「女性」「子ども」「高齢者」「障害者」「ＨＩＶ感染者等」「外国人」の７つの人権課題について推進方針に基づく具体的な人権教育・啓発活動に取り組んできました。

また、公務員や教育職員等の人権に関わりの深い職業に従事する職員への人権教育の充実にも努めてきました。
しかしながら、社会状況の変化は著しく、子どもや高齢者、障害のある人への虐待等、取組の強化が求められる課題や、犯罪被害者等への人権侵害、インターネット上での人権侵害、東日本大震災時に人権への配慮が十分でなかった事例等、これまで顕在化していなかった新たな人権課題が発生しています。
近年、人権を取り巻く環境が複雑・多様化してきているなか、個別分野における各種の計画との連携を強化するなど、「人権」をキーワードとした全庁的な取組をさらに進めることが求められており、新たな対応策が必要となっています。

こうしたことから、今回の基本方針の改定では、「人権教育のための国連10年」高知県行動計画（平成10（1998）年策定）と「高知県人権施策基本方針」（平成12（2000）年３月策定）、両者の趣旨を継承しながら発展的に一本化するかたちで、現在の社会状況や今日的な人権課題の実態に対応するために見直しを行い、更なる人権施策の充実に取り組むこととしました。
なお、改定にあたっては、これまでの取組の成果や課題を踏まえ、人権に関する国・県の法令、計画等の内容も盛り込み、「高知県人権尊重の社会づくり協議会」で有識者からの意見を伺うほか、パブリックコメントにより県民の方々からの意見もお聴きしながら、「改定版」として策定したものです。

今回の改定においては、「犯罪被害者等」及び「インターネットによる人権侵害」に加えて、南海トラフ地震の発生が予想される本県にとっては、他の災害（台風や水害など）も含め取組が必要となる「災害と人権」の３課題を新たに「身近な人権課題」に位置づけ、それぞれの現状と課題及び施策の方向性を明らかにするとともに、「その他の人権課題」では、身近な人権課題で取り上げていない課題についても記載することとしました。
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１　国際的な動向





４　基本方針改定の趣旨





３　本県の取組





２　国内の動向
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